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特集：業務用電化厨房の特長を活かす  

1． はじめに

北海道電力では現在、2050 年のカーボンニュート
ラルの実現に向けて、様々な事業に取り組んでいる。
中でも、食料の主要生産基地である北海道でも気候変
動による不安定化など大きな課題に直面していること
から、大規模な植物工場を建設してトマトを栽培する
事業にも挑戦しているところである。積雪寒冷地にお
いてトマトなどを栽培するうえで、栽培ノウハウを有
する地元営農企業のノウハウに我々一般電気事業者の
有する電力・空調・加熱のソリューションノウハウを
掛け合わせることで、地域経済活性化やゼロカーボン
北海道を目指しているものである。本稿ではエネル
ギー会社にとどまらず、新たな付加価値を提供できる
会社を目指すその取り組みの一部を紹介する。

2． 北海道産業の特徴

北海道は広大な土地と豊かな自然資源を持ってお
り、1 次産業が強い地域として知られている。食品製
造業の出荷額においては、2014 年時点で約 2,000 億円1）

と首位を誇っていた。
しかしそれに対して、2 次産業以降の加工・製造・

販売分野が相対的に弱いのも特徴である。食料品製造
業の出荷額が全国 1 位の位置にありつつも、製品出荷
額に対しての原材料使用額が高いことから、付加価値

の形成度合いが全国的に見て低いことがわかる。具体
例として、北海道で水揚げされた “ たらこ ” が九州に
運ばれ、明太子として加工された後、再び北海道に戻っ
て販売されるという流通の現実がある。これは、加工
技術やブランド力が他地域に集中しているため、北海
道産の原料が最終製品になる過程で地域外に価値が移
転してしまう典型的なケースである。こうした構造的
課題は、地域経済の持続性や雇用創出にも影響を与え
ている。

従業者数あたりの現金給与額においては、北海道は
食品製造業の上位 10 地域の中では最下位であり、約
245,000 円と全国平均の約 275,000 円も下回っている。
ゆえに、収益構造に課題があるといえる。

表 1　食料品製造業の上位 10地域（04）2）

スマート農業で生産されるトマトを活用した 
6 次産業化への取り組み
野 川　貴 史　（のがわ たかふみ）北海道電力株式会社 エネルギーソリューション室 省エネサポートグループ 副長
小 竹　早 織　（こたけ さおり）　 北海道電力株式会社 エネルギーソリューション室 省エネサポートグループ

要約　北海道電力株式会社では、「地域共創」をキーワードに一次産業を中心に新規事業への取り組み
を加速している。本報告では、当社が計画中の大規模植物工場において生産予定のトマトを単に出荷
する取り組みだけでなく、付加価値創出による高収益化を目的とした 6 次産業化について検討を行っ
ていたので報告する。No,259 号でも報告したとおり、当社では業務用電化厨房体験施設「エレナード・
ザ・キッチン」を有することから、付帯する業務用電化厨房機器を使った検討を進めているところで
ある。


